主催：日本障害者協議会（ＪＤ）2013年度連続講座（第3回）講義レジュメ
　日時：2014年３月24日(月) 18:30～20:30　会場：全水道会館４階 大会議室
権利条約の批准をどう生かす! 私たちに問われること
全体像の把握と条約の本質を考える、ポスト批准の課題を探る
日本障害者協議会
常務理事　藤井克徳
はじめに
・先達者に思いを寄せて
・東日本大震災と障害のある人（VTR｢生命のことづけ｣ダイジェスト版上映）
・権利条約や関連法制がなぜ大切か、現場（日常の実践）との関係をどうみればいいのか
１． さまざまな人権条約の上に成り立っている障害者権利条約（以下、権利条約）
1) 国連が採択した人権条約の全体像と権利条約【資料２参照】
2) 権利条約は21世紀に入って初めての人権条約
3）権利条約と国の内外の人権・障害者政策との関係性（｢障害のある人の人権の十字路｣）
　 【資料３参照】
２． 権利条約が制定されるまでのあしあと【資料４参照】
1) 権利条約前史（主要なもの）
・知的障害者権利宣言（1971年）
・障害者権利宣言（1975年)
・国際障害者年（1981年）　※国際女性年（1975年）、国際児童年（1979年）
・「国連・障害者の十年」（1983年～1992年）
・障害者の機会均等化に関する基準規則（1993年）
※ その他、WHOやILOなどによる障害関連の条約、勧告、宣言など
2) 第56回国連総会でのメキシコ大統領による発議（2001年11月10日）と特別委員会の設置決議
3) 特別委員会は８回開催（１回当たりの会期は２週間～３週間、延べ審議日は約100日）
4) 第8回特別委員会にて仮採択（2006年８月25日）
5) 第61回国連総会で採択（2006年12月13日）
6) 権利条約の発効（2008年５月３日、批准国が20カ国に達したのを受けて）
※条約制定に関連しての３人の立役者（スライド参照）
３．権利条約の全体像と特徴 【資料1参照】
1) 全体像　①前文（25項目）、②本則（50カ条）、③選択議定書（18カ条）
※上記のうち①と②を合わせて障害者権利条約、③を障害者権利条約選択議定書と呼称.

今般の批准対象は障害者権利条約のみ（ちなみに他の人権条約でも選択議定書は批准されていない）。
2) 特徴
ｱ､ 制定過程
・当事者参加“Nothing About Us Without Us”（私たち抜きに私たちのことを決めないで）
・目立った欧州（EU）のリーダーシップ
ｲ､ 内容面
・新たな障害観（前文ｅ項、第1条「目的」）　医学モデル偏重から社会モデルへ
・くり返されている「他の者との平等を基礎として」（全部で35回登場）
・注目すべき条項（口頭で説明）
４．「他の者との平等を基礎として」を実質化するための３つの仕掛け
1) 合理的配慮（reasonable accommodation　第２条・定義　第５条３項・平等及び無差別）
2) 「積極的な区別政策」（affirmative action　第５条４項・平等及び無差別）
3) アクセシビリティ（accessibility　第９条・施設及びサービス等の利用の容易さ）
５．日本での権利条約に関する経緯
1) 日本政府の対応（気になる消極姿勢）
ｱ､ 当初段階の対応（メキシコ大統領の提唱時、内閣府の反応）
ｲ､ 主体性欠いた米国同調の対応（審議過程で1回のみ押しボタン投票）
ｳ､ 批准方針の撤回（2009年３月５日）
ｴ､ 疑問残る翻訳
2) 日本政府として権利条約に署名（2007年９月28日、当時の高村正彦外務大臣がニューヨーク国連本部にて）
3)批准要件を埋めるための取り組み（推進会議の設置ならびに３つの法律の改正・制定）
ｱ､ 障がい者制度改革推進会議の設置（2009年12月15日設置決定、2012年５月より障害者政策委員会へと発展解消）
※推進会議設置の前提に、障害者自立支援法違憲訴訟に伴う基本合意文書の存在があった。【資料５参照】
ｲ､ ３つの関係法律の改正・制定
・障害者基本法（改正　2011年７月29日）【資料６参照】
・障害者総合支援法（制定　2012年６月20日）
・障害者差別解消法（制定　2013年６月19日）
4) 昨今の経緯
ｱ､ 「障害者の権利に関する条約の締結について承認を求めるの件」の閣議決定：2013年10月15日（同日、閣議決定後に国会へ上程）
ｲ､ 国会承認に先立っての参考人意見陳述：2013年11月28日（参議院外交防衛委員会）
【資料７参照】
ｳ､ 国会での批准承認：2013年12月４日（第185(臨時)国会にて成立）
ｴ､ 批准日：2014年１月20日（批准書の国連事務総長への寄託日）
ｵ､ 発効日：2014年２月19日（批准日から30日目）
６．日本での権利条約の効力と批准後の法的な位置
1) 権利条約に備わる力
ｱ､ これまでの取り組みに関する確信
ｲ､ 関連法制改革への現実的な指南
ｳ､ 将来へ向けての北極星（運動面、政策面、実践面、事業面などにわたって）
2) 権利条約の法的な位置（憲法ならびに一般法との関係性）
※憲法第98条２項：「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守することを必要とする。」（条約は、憲法と一般法との中間に位置する）
3) 女性差別撤廃条約や子どもの権利条約の現状は（一般法の上位とは言うが……）
７．権利条約の発効に伴う条約上の義務等
1) 国連への条約履行に関する報告書提出（批准後は２年以内、それ以降は４年に一度）
2) 締約国会議への出席
3) 障害者権利委員会（国連事務総長所管）の委員立候補権の確保
８．批准を受けての障害のある人をめぐる当面の政策課題（未来を拓く10の課題）
1) 家族依存からの脱却（民法の家族制度、扶養義務制度の改正）
2)「谷間の障害」問題の解消、「障害認定のあり方」の見直し（手帳制度を含む）
3) 本格的な所得保障制度の確立
4) 障害者差別解消法の実質化（基本方針・ガイドラインの策定、欠格条項の撤廃）
5) 社会的入院・社会的入所問題の解消
6) 地域生活を支える社会資源の質と量の拡充
7) ディーセントワーク（尊厳ある労働）の視点での就労支援策の拡充
8) アクセシビリティ・ユニバーサルデザイン（情報・通信、建物・交通）政策の推進
9) 基礎データの集約・蓄積（当事者のニーズ・生活実態、海外データなどの把握）
10) 障害者政策関連の予算確保（当面はOECDでの分配率水準の平均値確保）
９．権利条約を日本列島の隅々に、関係者一人ひとりに問われること
1) 権利条約は楽譜と一緒
2) 国レベルでの当面の課題（権利条約第33条の実質化）
3) 権利条約を関係者一人ひとりの血肉に
4) 社会への周知度・浸透度をいかに
5) 新たな運動論の創造、力点を置きたい「２つの戦略」
ｱ､ ゼロ地点戦略（障害の無い市民との格差解消）
ｲ､ 横並び戦略（障害種別間の格差解消）
10．むすび
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